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第 355回 企業会計基準委員会議事概要 

 

I. 日 時  平成 29年 2月 22日（水） 13時 30分～16時 45分 

II. 場 所  財務会計基準機構 会議室 

III.議 題 

（審議事項） 

(1) 2017年 3月開催会計基準アドバイザリー・フォーラム（ASAF）への対応 

(2) 収益認識に関する包括的な会計基準の検討 

(3) 税効果会計に係る指針の見直しに関する検討 

(4) 中小企業の会計に関する指針について 

 

IV. 議事概要 

（審議事項） 

(1) 2017年 3月開催会計基準アドバイザリー・フォーラム（ASAF）への対応 

小賀坂副委員長及び川西常勤委員より、2017年 3月開催会計基準アドバイザリー・フォーラ

ム（ASAF）の議題のうち、基本財務諸表、開示に関する取組み、資本の特徴を有する金融商品

及び対称的な期限前償還オプションに関して ASAF 会議における対応案について説明がなされ、

第 51回 ASAF 対応専門委員会（平成 29年 2月 21日開催）における検討状況も踏まえ、審議が

行われた。 

(2) 収益認識に関する包括的な会計基準の検討 

小賀坂副委員長及び川西ディレクターより、連結財務諸表において抽出した課題の対応、今

後検討すべき課題として抽出された項目（支配の移転に関する考え方、重要性に関する事項）

について説明がなされ、第 77回収益認識専門委員会（平成 29年 2月 10日開催）における検討

状況も踏まえ、審議が行われた。 

(3) 税効果会計に係る指針の見直しに関する検討 

小賀坂副委員長、前田ディレクター及び淡河専門研究員より、企業会計基準公開草案第 59号

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準（案）」に寄せられたコメントへの対応、未実

現損益の消去に係る税効果の検討及び税効果会計に係る開示の検討について説明がなされ、第

47回税効果会計専門委員会（平成 29年 2月 21日開催）における検討状況も踏まえ、審議が行

われた。可能であれば、次回の委員会において、「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基

準」の公表承認に関する審議を行う旨が説明された。 

(4) 中小企業の会計に関する指針について 

安井常勤委員より、中小企業の会計に関する指針について説明がなされ、審議が行われた。

審議の結果、今後の手続を進めた上で、関係諸団体と連名で改正「中小企業の会計に関する指

針」等を公表することが了承された。 

 

以 上 


